
下請取引等実態調査にお 
いて指導項目があるもの 

法定福利費調査において 
取組が不十分であるもの 

許可手続きにおいて 
営業所設置要件に 
疑義があるもの 

通報により法令違反の 
疑義があるもの 

新たに大臣許可を取得 
したもの 

国土交通省直轄工事 
の施工体制一斉点検 
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請負代金の支払義務違反 
書面による契約未締結 
経営事項審査申請不備 
施工体制台帳等未整備 
無許可業者との下請契約 

 九州地方整備局建設業法令遵守推進本部（本部長 九州地方整備局長）では、平成１９年度の
設置以来、建設生産物の品質を確保し、技術と経営に優れた企業が伸びることができる環境整
備を図るため、元請・下請間の取引の適正化を中心とする法令遵守の取り組みを行ってきたとこ
ろですが、平成２８年度活動結果概要及び平成２９年度の活動方針は下記のとおりです。 

平成２９年５月２４日 
九 州 地 方 整 備 局 

 平成２８年度建設業法令遵守推進本部の活動結果と平成２９年度活動方針について 

 

駆け込みホットライン等での情報受付状況 立入検査の実施状況 

※受け付けた情報をもとに、必要に応じて不払い相談 
 への対応や指導、他機関への通報等を行った。 

法令違反等を是正すべき旨の勧告の状況 

※各県並びに建設業団体からの依頼により、建設業者等 
  を対象に建設業法令遵守等に関する講習会を開催。 

平成２８年度活動結果概要 

※「下請取引等実態調査」とは、国土交通本省において実施し 
  ているものである。 
※「法定福利費調査」７４件のうち３０件については、「下請取引 
  実態調査」の際に併せて実施したもの。（重複して計上） 
※「新たに大臣許可を取得」は新規・許可替えの双方を含む。 

建設業法令遵守等の講習会の開催状況 

３６ 回 

区分 件 

社 

施工体制台帳等未整備 

合計 １５０件 

合計 １５社 １８件 

※１社に対し複数の項目を勧告している場合が 
  あるため、勧告社数と件数は一致しない。 

９件 
５件 
２件 
１件 
１件 
 

請負代金の 
支払義務違反 書面による 

契約未締結 

無許可業者との下請契約 

請負代金の不払 
に関するもの 

 

社会保険未加入 
に関するもの 

 

制度、法令等の解釈 
に関するもの 

 

制度、法令等の疑義 
に関するもの 

 

公共工事設計労務単価等 
に関するもの 

 

建設工事の施工不良等 
に関するもの 

 平成２８年度においては、元請・下請間の契約関係書
類の不作成・不備等の是正、請負代金支払の適正化
等のために、１８０社に対し立入検査を実施しました。 
 特に、最終年度を迎えた社会保険未加入対策につい
て、全ての下請企業と建設技能労働者に必要な法定福
利費を行き渡らせることを目的に、大臣許可業者への
アンケートを踏まえ、７４社に対し重点的な立入検査を
行い、元請企業における下請企業への「法定福利費を
内訳明示した見積書」活用の働き掛けの状況等を確認
して元請企業を指導、今後の改善を求めました。 

合計 １８０社 

区分 



・安全衛生経費対策経費の確保の必要性を周知 
・建設業法令遵守ガイドラインをはじめ、告示や通知等の発 
 出など建設業行政の動向について周知徹底 

・下請取引等実態調査で指導項目のあった建設業者 
・通報等によって法令違反の疑義が生じた建設業者 
・建設業許可や経営事項審査において疑義が生じた建設業者 
・過去に指導・監督を行った建設業者 
・新規に大臣許可を取得した建設業者 
・不当なしわ寄せを受けたとする申告があった建設業者 

 
下請代金の支払いに関して、平成28年12月に中小企業庁が下請中小企業振興法 
に基づく振興基準を改正、下請代金の支払手段についての通達の見直しを行った 

 
 
 
 
 
 
 
 

１．発注部局等との連携                        ２．法令遵守意識の向上・関係法令の周知 
３．外国人建設就労者受入事業に係る立入検査の実施   ４．各県や関係機関との連携強化 

・それぞれ重要な情報収集等の窓口であり、利用促進に努めるとともに、不払い相談等を受付け、疑義情報等に 
 ついては、必要に応じ立入検査を実施し、違反行為があれば監督処分等により厳正に対応 
・県知事許可業者に係る案件については、県知事許可部局との連携を強化し的確に対応 
・消費税転嫁拒否事案の通報については、関係機関と連携を図り調査・指導 

 
  
  
  

 
  

平成２９年度活動方針 

国土交通省は、平成 29年 3月に建設業法令遵守ガイドラインを改訂 
 

 
 
 
 

九州地方整備局は、立入検査や講習会を通じて周知徹底に努める 

 ・工事代金の支払遅延や不払い等のトラブルの情報 
 ・「駆け込みホットライン」や「建設業フォローアップ 
  相談ダイヤル」に寄せられる通報等 

「駆け込みホットライン」及び「建設業フォローアップ相談ダイヤル」の活用 

①下請代金の支払いはできる限り現金払い 
②手形等による場合は、割引料を下請事業者に負担させることがないよう、下請代金の額を十分協議 
③手形期間は120日を超えてはならないことは当然として、将来的に60日以内とするよう努力 

 【問い合わせ先】 九州地方整備局 建政部 建設産業調整官 天方 正彦 （あまがた まさひこ） 
                        建設産業課長 廣瀬 祐一郎 （ひろせ ゆういちろう） 
                        代表電話：０９２－４７１－６３３１ 
                        直通電話：０９２－４０９－４２０１（内線 ６１１２、６１４１）    

 

その他の取組 

対象業者の選定 

復旧・復興工事の適正な施工の確保 
に係る立入検査、講習会を実施する 

建設業法令遵守ガイドライン等の周知・徹底 安全衛生経費の確保に関する調査の実施 

・社会保険の未加入企業の確認、保険加入の指導       ・元請下請間の契約関係資料の不作成・不備等是正 
・請負代金支払いの適正化及び適切な消費税転嫁の調査 
・技術者の不適正配置及び施工体制台帳の未整備等の指導監督 

熊本地震の被災地域における取組 

経済の好循環を実現するため、下請等中小企業の取引条件を改善 

下請等中小企業の取引条件の改善に向けた取組 

「元請下請契約の適正化」に関する立入検査 

Ⅱ 継続的な取組 

Ⅰ 今年度の新たな取組 

・法定福利費を内訳明示した「標準見積書」の活用 
 状況や見積において提示された法定福利費を 
 尊重した契約締結及び支払がなされているか等 
 の状況について確認 

標準見積書」等の活用状況の確認 



平成２９年度建設業法令遵守推進本部活動方針

平成２９年５月２４日

九 州 地 方 整 備 局

建設業法令遵守推進本部決定

九州地方整備局建設業法令遵守推進本部では、平成 19 年度の設置以来、建設生産
物の品質を確保し、技術と経営に優れた企業が伸びることができる環境整備を図るた

め、元請下請間の取引適正化を中心とする法令遵守の取組を行ってきたところである。

しかしながら、建設業の現状を鑑みると、依然として、不適切な契約手続き等を原

因とするトラブルが多数発生しており、更なる取組の充実が必要になっている。

特に、経済の好循環を実現するため、下請等中小企業の取引条件を改善していくこ

とが重要であり、下請代金の適正な支払いに関する指導に努めることとする。

また、法定福利費を確保し社会保険等への加入徹底を図るため、平成 28 年 7 月に
社会保険の加入に関する下請指導ガイドラインが改訂、平成 29 年 5 月に開催された
建設業社会保険推進連絡協議会において平成 29 年度の取組方針が示されたことを受
け、社会保険加入対策の推進に努めることとする。

併せて、熊本地震の被災地域における建設業法違反等に関する取組を実施すること

とする。

以上の施策の効果を確実なものとするために、平成 29 年度の活動方針として以下
のとおり取り組むこととする。

Ⅰ 今年度の新たな取組

１．下請等中小企業の取引条件の改善に向けた取組

下請代金の支払いに関して、平成 28 年 12 月に中小企業庁が下請中小企業振興法
に基づく振興基準の改正、下請代金の支払手段についての通達の見直しが行われた

ことを受け、平成 29 年 3 月に建設業法令遵守ガイドラインを改訂し、下請代金は
できる限り現金払いとすること等を追加したところであり、立入検査や講習会等を

通じてその周知徹底に努めることとする。

２．熊本地震の被災地域における取組

熊本地震の復旧・復興工事に関して、工事代金の支払遅延や不払い等のトラブル

が相次ぎ、下請負人へのしわ寄せが依然として存在するとの指摘がなされていると

ころであり、「駆け込みホットライン」、「建設業フォローアップ相談ダイヤル」に

対して複数の通報も見受けられる。

そこで、熊本地震の被災地域における取組として、復旧・復興工事の適正な施工

の確保に係る立入検査、講習会等を実施することとする。



Ⅱ 継続的な取組

３．「元請下請契約の適正化」に関する立入検査

立入検査においては、社会保険の未加入企業の確認・保険加入の指導、元請・下

請間の契約関係書類の不作成・不備等の是正、請負代金支払の適正化及び適切な消

費税転嫁の調査に重点的に取り組むこととし、併せて、技術者の不適正配置及び施

工体制台帳の未整備等の指導監督を実施する。

（１）対象業者の選定

立入検査を実施する場合の建設業者の選定に当たっては、下請取引等実態調

査において指導項目のあった建設業者、通報及び新聞報道等によって法令違反

の疑義が生じた建設業者、建設業許可及び経営事項審査時に法令違反の疑義が

生じた建設業者や過去に指導・監督を行った建設業者、不当なしわ寄せを受け

たとする申告があった建設業者を優先的に選定することとする。

加えて、九州地方整備局独自の取組である新規に大臣許可を取得した建設業

者への立入検査を引き続き実施する。

（２）「標準見積書」等の活用状況の確認

社会保険加入対策の一環として、社会保険加入に必要な原資となる法定福利

費が下請取引において必要経費として適切に確保されるよう、法定福利費を内

訳明示した見積書である「標準見積書」の活用状況や見積において提示された

法定福利費を尊重した契約締結及び支払いがされているか等の状況について確

認を行い社会保険加入を推進するため周知徹底に努めることとする。

（３）建設業法令遵守ガイドライン等の周知・徹底

建設業法令遵守ガイドラインをはじめ、告示や通知等の発出など建設業行政

の動向について、立入検査、講習会等の機会を通じて、周知徹底に努めること

とする。

（４）安全衛生経費の確保に関する調査の実施

平成 26 年 11 月から「安全衛生経費の確保に関する調査」を実施していると
ころであるが、建設工事従事者の安全及び健康の確保の推進に関する法律が平

成 29 年 3 月に施行されており、安全衛生経費の確保は重要な取組であること
から、引き続き適切に実施することとする。



４．「駆け込みホットライン」及び「建設業フォローアップ相談ダイヤル」の活用

法令違反に関する情報を受け付ける「駆け込みホットライン」及び社会保険加入

対策など各種建設業に関する相談を受け付ける「建設業フォローアップ相談ダイヤ

ル」について、それぞれ重要な情報収集等の窓口であるため、より一層の周知を図

り、利用促進に努めるとともに、通報や相談を受付け、必要に応じ立入検査等を実

施し、違反行為があれば監督処分等により厳正に対応する。

県知事許可業者に係る案件については、県知事許可部局との連携を強化し的確に

対応する。

また、消費税転嫁拒否事案の通報については、関係機関と連携を図り調査・指導

を行うこととする。

５．その他

（１）発注部局等との連携

平成 27 年 4 月 1 日以降に契約が締結された全ての国土交通省直轄工事につ
いて、施工体制台帳を通して社会保険の未加入が確認された場合は発注部局か

ら建設業担当部局に通報され、加入指導を拡大実施する運用が行われているの

で、発注部局や関係機関と連携を図りながら、円滑かつ適切な対応に努めるこ

ととする。

（２）法令遵守意識の向上・関係法令の周知

建設業法令遵守ガイドラインが平成 29 年 3 月に、及び社会保険の加入に関
する下請指導ガイドラインが平成 28 年 7 月に改訂されたことを受け、その周
知徹底を図るため、建設業者団体等を対象に講習会等を開催することとし、関

係機関と連携し、社会保険及び労働安全衛生等の法令遵守についても、講習会

を通じ意識の向上を図る。

（３）外国人建設就労者受入事業に係る立入検査の実施

外国人建設就労者受入事業に係る立入検査の実施に当たっては、所管部局と

の連携を密にしながら、立入検査の円滑かつ適切な対応に努めることとする。

（４）各県及び関係機関との連携強化

① 建設業の取引適正化に取り組むため、各県と地方協力会議を開催し、法令

遵守推進に向け連携して対応する。

特に、建設業取引適正化推進月間（11 月）においては、各県と連携した合
同立入検査を大臣許可業者及び知事許可業者の双方に対し実施する。また建



設業法等に関する講習会を合同開催し、重点的に法令遵守の活動に取り組む

こととする。

② 業界団体等との意見交換の機会を設けて積極的に情報・意見の交換を行い

つつ、建設業の法令遵守に関する合同の講習会等を行うなど、連携の強化に

努めることとする。

③ 警察部局との連携を密にし協力して暴力団排除に努めることとする。
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